
第１８回瑞穂町行政評価委員会 次第 

 

日 時 令和元年７月１９日（金）午前１０時 

場 所 瑞穂町役場本庁舎３階全員協議会室 

 

１ 開 会 

 

２ 議 題 

（１）平成３０年度事務事業評価シートの外部評価について 

 ①【農業振興事業】 

 

 

 

 

 

 

 ②【学校施設整備事業（ICT整備）】 

 

 

 

 

 

 

 ③【ふるさとづくり推進事業】 

 

 

 

 

 

 

３ その他 

 

 

 

 



 

　 ●

【長期総合計画における進捗状況評価】※年度終了後に記入

　

　

●

　

　

大項目 計画的かつ総合的な農業の推進 実施計画書掲載 ○

小項目

根拠計画及び
根拠法令

事務事業名 農業振興事業

事
業
概
要

農業基本構想および農業振興計画の推進 事業期間

町の農業振興を図るため、各種農業団体をはじめ、町内の農業者とともに農業施策に取り
組んでいる。特に、意欲ある認定農業者や新たに農業参入した非農家出身の新規就農者に
は、町農業の発展に大きな期待をしている。各種農業団体や認定農業者、新規就農者と連
携を図り、町と農業者が一体となり、安全で美味しく新鮮な農畜産物を町民をはじめとす
る消費者に提供できるよう農業振興事業に取り組んでいる。

分野名

　　経　緯

（いつからどの
ように始まった
のか）

都市整備部（局）産業課（館）農政係担当部署

作成者 町田　陽生

一部委託

農業者の行政窓口として、農業者が組合等を発足する際には、農業協同組合もしくは産業課が事務
局として取りまとめを行い、組合等の運営を補佐してきている。
平成21年度:都内初の新規就農者が瑞穂町で誕生して以来積極的に受け入れている。
平成24年度：新規就農者確保事業費補助金（青年就農給付金：平成29年度からは農業次世代人材投
資事業に名称変更）を給付するなどの支援を開始した。
平成25年度：農業振興計画策定に伴う基本調査を実施した。
平成26年度：地権者意向調査を実施し国や都の補助事業の採択要件である農業振興計画を策定し
た。
平成27年度：農業振興計画に必要なワークショップを開催した。また、環境との調和に配慮しつつ
効率的かつ効果的に事業を推進することが必要であるとの観点から、国や都の補助事業の採択要件
でもある田園環境整備マスタープランを作成した。
平成28年度：都の新規事業である都市農業活性化支援事業を活用して意欲ある認定農業者等への支
援を行なった。
平成29年度：都の補助事業を活用し酪農家の意欲ある後継者による６次産業化を支援した。

農業 全部委託

農地法、農業経営基盤強化促進法、瑞穂町農業基本構想、産業振興ビジョン、農業振興計
画

Ｃ順調に進捗し、期待通りの成果をあげている

Ｄ順調に進捗しているが、期待していた成果とは異なる、も
しくは不明

Ｅ当初の計画より遅れている、または取り組んでいない

Ｆ当該事業実施の必要性がなくなった

耕作放棄地や遊休農地の増加、後継者不足が課題である。農業経営の安定をはかるととも
に、現在の農業経営ニーズにあった支援策を検討し実施することが必要である。一方で、
非農家出身の意欲ある新規就農者や法人が農業参入してきている。認定農業者制度の普及
や新規就農者への支援など、担い手の育成と確保を継続的に行うことが課題である。瑞穂
町農畜産物直売所の売上が減少傾向である。管理運営委員会、農業協同組合、会員（農業
者）、町が連携し、施設の有効活用や販売方法の改善、農産物の品質向上など売上向上に
つながる手段を検討を継続し、実施可能なことから行うことが必要である。

民間委託の形態

　内容・目的

（どのようなこ
とを行っている
のか・どのよう
な状態にしよう
としているの
か）

課　題

（どのような問
題があるのか）

平成 30 年度事務事業評価シート
№

進
捗
状
況
評
価

説
明

平成30年度は新たに新規就農として1法人を受け入
れた。また、地域農政推進協議会で認定審議を行
い、認定農業者12件、認定新規就農者1件を認定し
た。市街化調整区域内の遊休農地について、農業経
営強化基盤促進法の利用権設定による農地の貸し借
りを進め16件28,235㎡の設定を行った。

Ａ目標を達成し施策（事業）は完了し、目的の効果を挙げた

Ｂ目標を達成し施策（事業）は完了したが、当初予定してい
た成果とは異なった、もしくは不明

４－１ 

 



年度

【目標・成果等】※「目標」はシート作成時、「成果」「今後改善すべき点」「今後の方向性」は年度終了後に記入

　

●

　

　

●

　

　

●

　

　

Ａ拡大

●Ｂ現状のまま継続

　Ｃ手段等の見直し

　Ｄ縮小

　Ｅ廃止・休止

　Ｆ完了・終了

【事業の
適正性】※シート作成時に記入

●必要である
必要ではない

●必要である
必要ではない

　 Ａ新規予算計上 　 Ａ新規予算計上

　 Ｂ前年度予算を超えて事務事業を新設・拡大を行う 　 Ｂ前年度予算を超えて事務事業を新設・拡大を行う

Ｃ前年度予算内で事務事業を新設・拡大を行う 　 Ｃ前年度予算内で事務事業を新設・拡大を行う

　 Ｄ前年どおりの維持 Ｄ前年どおりの維持

● Ｅ前年度予算内で事務事業を縮小または効率化を図って行う ● Ｅ前年度予算内で事務事業を縮小または効率化を図って行う

　 Ｆ予算措置を伴わない、事務事業の内部の調査・検討・実施を行う 　 Ｆ予算措置を伴わない、事務事業の内部の調査・検討・実施を行う

　 Ｇ統廃合を含めて、事務事業の中止・休止・廃止を行う 　 Ｇ統廃合を含めて、事務事業の中止・休止・廃止を行う

【連携内容・意見等】※シート作成時、その後は随時記入

30 事務事業名

Ｃ継続事業　

Ｄ規模を縮小していく事業　

年　度
目　標

説
明

Ｂ目標をほぼ達成できた。

Ａ町長公約あるいは当該年度重要事業　

年　度
成　果

Ｃ検討中

Ｂ一部実施

内容
・
方法

主　管　課

今　後
改善すべき点

Ａ実施済（中）

今後の方向性
説
明

今後も新規就農者の受け入れを行い、農業者として瑞穂町に定着できるよう継続的に支援す
る。また、意欲のある農業者に認定農業者、認定新規就農者のメリットを説明し、積極的に認
定していくことで、担い手の育成と確保に努め、農地の保全と有効活用を推進する。

Ｄ未実施

「不耕作地解消耕運等委託料」の科目名が分かりにくいとの指摘が議員からあった。

認定農業者等の経営改善に向けた取組や新規就農者に対して、国や都の補助事
業を活用した支援を行う。遊休農地の増加や後継者不足は全国的な課題であ
り、農業者や住民からの要望や相談が深刻化している。平成29年7月から農業委
員会が改正法による新体制が始まり、併せて、西多摩地方農業委員会連合会の
事務局も務めることから、人員不足が懸念される。

町から支出する補助金を精査するとともに、委託料等の内容を再度
精査し、適正な執行額を計上することが必要である。また、現在、
一般財源で行っている事業については、国や都、諸団体等からの補
助金の確保に努める必要がある。
人員については現状維持が原則であるが、事業内容によって人員の
増強が必要な場合は、課内又は部内での配置換え等による対応を行
うとともに、新たな事業展開への創意工夫が必要である。人員増の必要性

町民・議員・
各種団体から
の意見等

評
　
価

瑞穂町は農家戸数、耕地面積ともに都内で上位であり、遊休農地の
増加や後継者不足の問題に対して積極的かつ継続的に取り組み農業
を守らなければならない。農業委員会との連携を密にし、農業者の
声を農業振興事業に反映させることが大切である。農政係では農業
委員会事務局、各種農業団体事務局、補助事業に関する事項などの
業務があり、全てが農業者の生活と密接な関わりがある。

査　定

他課等との
連携内容

総　括

評
　
価

予算
・
人員

建設課との連携：農業振興地域内の町道整備と維持管理、環境課との連携：有害鳥獣駆除・処分
地域課との連携：箱根ケ崎駅東西自由通路を有効活用した販路確保支援「みずほマルシェ」の開催、健康課との連携：瑞穂町産の農産物を使ったレシピの作成
秘書広報課との連携：マスコミへの情報提供を活用した特産品、イベント等のＰＲ

Ｄ目標を一部しか達成できなかった。

遊休農地の増加や後継者不足に対し、農地の適正管理と農業振興事業を一体として実施する。農業者への各種
支援策のＰＲに取り組む。認定農業者等を支援する都の補助事業の新たな実施主体の掘り出しを行うととも
に、既に事業を実施した農業者に対して効果を検証し指導を行う。農業振興の一環として、みずほブランド特
産品に認定されている農産物のＰＲを行う。

認定農業者12人と認定新規就農者2人を認定するとともに、農業経営基盤強化促進
法の利用権設定により農地の流動化を進めた。また、新規就農者確保事業費補助
金を活用した新規就農者に対しても、関係機関の職員とともに圃場見学を行うな
ど適切な支援を行った。

遊休農地の解消を図るとともに、特産品のブランド化の実施
に向けて取り組みを推進することで、「水・緑と観光を繋ぐ
回廊計画」で課題とされた農地の保全、水辺環境の再生を図
り、観光資源や産業活性化に結び付けられるようにすること

引き続き、農業委員会による農地パトロールなどにより遊休農地を把握し、新規
就農者や認定農業者等へ農業経営基盤強化促進法による利用権設定を積極的に行
う。また、意欲ある農業者を支援するため、補助事業の活用を研究するととも
に、補助事業のＰＲを行う。

認定農業者に対して、最新技術や近代的経営の導入、組織づ
くりなど、魅力ある農業経営を確立するための支援に引き続
き努めること。また、耕作放棄地や遊休農地の増加、後継者
不足等の課題解決に向けた取組を引き続き行う必要がある。

意欲ある農業者や認定農業者、新規就農者に対する国や都の
補助事業を活用した支援や、販路確保支援を積極的に行う。
また、農業委員会との連携による農地流動化、利用集積を積
極的に推進することで遊休農地の増加や後継者不足に少しで
も歯止めをかけなければならない。

民間活力導入の必要性

説
明

説
明

№

都市整備部（局）産業課（館）農政係担当部署農業振興事業

Ｃ目標を半分まで達成できた。

Ｂ当該年度に新規を含む事業

Ａ目標を上回って達成できた。

４－２ 



【評価指標】

【予算・決算等の状況】

【住民等との協働に関する状況】

実施中

実施予定

検討中

未検討

協働できない

該当に●を入力 シート事業全部の場合、シート事業全部に「●」を入力

一部の場合、事業名を入力

24,181 17,440 40,725

34 4449 49 49 41

町、農業者、農協、農業関係団体等との協
働により、役割分担を果たすことで農業振
興を推進していく。

●

一部

シート事業全部

協働による効果
（見込み）

協働状況
（予定）

協働事業名
（予定）

●

都市農
業活性
化支援
事業で
酪農家
の後継
者が行
う６次
産業化
の取組
に支援
をし
た。

新規就農者確保事業費補助金
H30上半期で給付終了2人
　750千円×2人＝1,500千円
H29以前から受給4人
　1,500千円×4人＝6,000千円
H30下半期から受給予定3人
　750千円×3人＝2,250千円
合計9,750千円（9人）

都市農業活性化支援事業補助金
H30は事業実施主体なし

都市農
業活性
化支援
事業は
最低事
業費500
万円の
事業で
都補助
率1/2、
町補助
率1/10
を想定

都市農
業活性
化支援
事業は
最低事
業費500
万円の
事業で
都補助
率1/2、
町補助
率1/10
を想定

都市農
業活性
化支援
事業で
認定農
業者4名
にパイ
プハウ
ス整備
等に対
する支
援を
行っ
た。

9,168

22

H25

H26 H27

事務事業名 農業振興事業

担当部署 都市整備部（局）産業課（館）農政係

84

200

50

200 200 200 200 200 200

50 45 45 45

179

5045

9,750 9,000 9,000 9,000

行評要求

12,2509,093

3,879

19

12,566

9,041 12,250

16,213 16,129

H32

指
標
②

指標名 年間の利用権設定面積

法律に基づき、認定農業者や新規就農
者が借り受けた市街化調整区域内農地
の面積。借り手と貸し手のマッチング
を農業委員会が行なっている。

コメント

他自治体の状況 自治体名 青梅市

目　標　値

指
標
①

7,300

H25

単位 ㎡

実　績　値 単位 ㎡

他自治体の状況

3,000

指標名 認定農業者数

国及び東京都は認定農業者を中心に補助事
業を実施している。町では積極的に認定農
業者の認定を行い経営改善に意欲的な農業
者を増やしていき、農業者が求める実施可
能な支援を検討し実施する。

コメント

73 71

6,349

200200

256

2,700 2,700

200

2,700

4426

100 100

決算額

3,000

5,625

年度 H25

3,543

5,625

事業費

地方債及びその他の特定財源

都支出金

国庫支出金

有害鳥獣駆除委託料 444

決算額

内
訳

一般財源

予
算
・
決
算
及
び
コ
メ
ン
ト

予算・決算等の構成

新規就農者確保事業費補助金

都市農業活性化支援事業補助金

農地管理委託料（旧不耕作地解消耕運等委託料）

コメント

250

179

200

84

2,700

36,988

H26

1533 2421

H27

35,556

乳牛結核病等検査補助金

H31 H32

12,394

H28 H29

食育等推進事業材料費

農畜産物共進会補助金

農畜産物直売所運営費補助金

H30

12,566 12,566 12,35053,146 13,129

31 31

44,333 9,750 9,093 9,0939,000 27,328

3,394 3,349 8,228 8,813 3,379 3,473 3,473 3,473 3,290 3,963

決算額 決算額 決算額 行評要求 実計掲載 行評要求当初要求 査定後 決算額

9,000 10,500 10,500 9,000 9,750 9,750

21,877 39,183 3,000 3,000

100 86 250 475 475 475 322 250 250

350 166 179179 146 146 146 83

27 50

200

2,700 2,700 2,700 2,700 2,700 2,7002,700 2,700

H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32

H30

28,235

H31

45,809 29,441 41,542

H28 H29

63,915 17,836

青梅市

№

（単位：千円）

目　標　値 単位 経営体

実　績　値 単位 経営体

自治体名
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　 ●

【長期総合計画における進捗状況評価】※年度終了後に記入

　

　

●

　

　

大項目 快適かつ安全な教育環境の整備 実施計画書掲載 ○

小項目

根拠計画及び
根拠法令

事務事業名 学校施設整備事業（ICT整備）

事
業
概
要

学校施設の整備 事業期間 平成２９年度～

教育の情報化とは、【①情報教育：子供たちの情報活用能力の育成】、【②教科指導におけるＩＣ
Ｔ活用：各教科等の目標を達成するための効果的なＩＣＴの活用】、【③校務の情報化：教員の事
務負担の軽減と子供たちと向き合う時間の確保】の３つの側面があり、これらを通して教育の質の
向上を目指すものである。
　町でも、最上位計画である「第４次瑞穂町長期総合計画　後期基本計画（平成２８年度から平成
３２年度）」で掲げられた施策の展開、「快適かつ安全な教育環境の整備」で、ＩＣＴを活用した
教育の推進として「ＩＣＴ機器を活用し、児童・生徒の学習活動の充実をはかる。」とされてい
る。
　「第１次瑞穂町教育基本計画　後期計画（学校教育）（平成２７年度から平成３１年度）」で
も、具体的な施策として「ＩＣＴ機器の活用と研修の充実」、「ＩＣＴ機器を活用した教育活動の
実施」を掲げている。
　瑞穂町ICT教育施設整備計画を策定するとともに、町の各計画で掲げる「ＩＣＴ教育の推進」の
実現、また国の教育の情報化（次期学習指導要領実施等）へ適切に対応していく。

分野名

　　経　緯

（いつからどの
ように始まった
のか）

　　教育部（局）　教育課（館）　庶務係担当部署

作成者 鳥海　仁

一部委託

国が定める教育振興基本計画等では、教育のＩＣＴ環境整備について具体的な目標が掲げ
られており、その整備費用にも地方交付税措置等がされるなど、国全体として、教育のＩ
ＣＴ化を推進する動きになっている。また、平成３２年度からはじまる「次期学習指導要
領実施」に向け、教育（学校）のＩＣＴ環境整備は必須条件になる。町でも、学校施設の
ＩＣＴ環境（機器等）を計画的に整備し、順次対応していく。

学校教育 全部委託

第4次瑞穂町長期総合計画後期基本計画、第1次瑞穂町教育基本計画 後期計画、
次期学習指導要領、瑞穂町ICT教育施設整備計画

Ｃ順調に進捗し、期待通りの成果をあげている

Ｄ順調に進捗しているが、期待していた成果とは異なる、も
しくは不明

Ｅ当初の計画より遅れている、または取り組んでいない

Ｆ当該事業実施の必要性がなくなった

国が定める教育振興基本計画等に準拠するために、各校の整備をしていくにあたり、予算
措置の関係、また、整備された機材等を授業で効果的に活用するための授業改善などの問
題が挙げられる。後者においては、別途瑞穂町ICT教育推進委員会を開催し、授業展開な
どを検討する会議を設けることや、教員への研修を実施する。

民間委託の形態

　内容・目的

（どのようなこ
とを行っている
のか・どのよう
な状態にしよう
としているの
か）

課　題

（どのような問
題があるのか）

平成 30 年度事務事業評価シート
№

進
捗
状
況
評
価

説
明

新学習指導要領に対応するための整備を順調に進め
られた。また、ＩＣＴ教育に関する授業を展開する
ためのＩＣＴ教育推進委員会を随時開催した。

Ａ目標を達成し施策（事業）は完了し、目的の効果を挙げた

Ｂ目標を達成し施策（事業）は完了したが、当初予定してい
た成果とは異なった、もしくは不明

５－１ 

 



年度

【目標・成果等】※「目標」はシート作成時、「成果」「今後改善すべき点」「今後の方向性」は年度終了後に記入

　

●

　

　

　

●

　

　

　

●

　

●Ａ拡大

　Ｂ現状のまま継続

　Ｃ手段等の見直し

　Ｄ縮小

　Ｅ廃止・休止

　Ｆ完了・終了

【事業の
適正性】※シート作成時に記入

●必要である
必要ではない

　必要である
●必要ではない

● Ａ新規予算計上 ● Ａ新規予算計上

　 Ｂ前年度予算を超えて事務事業を新設・拡大を行う 　 Ｂ前年度予算を超えて事務事業を新設・拡大を行う

Ｃ前年度予算内で事務事業を新設・拡大を行う 　 Ｃ前年度予算内で事務事業を新設・拡大を行う

　 Ｄ前年どおりの維持 Ｄ前年どおりの維持

　 Ｅ前年度予算内で事務事業を縮小または効率化を図って行う 　 Ｅ前年度予算内で事務事業を縮小または効率化を図って行う

　 Ｆ予算措置を伴わない、事務事業の内部の調査・検討・実施を行う 　 Ｆ予算措置を伴わない、事務事業の内部の調査・検討・実施を行う

　 Ｇ統廃合を含めて、事務事業の中止・休止・廃止を行う 　 Ｇ統廃合を含めて、事務事業の中止・休止・廃止を行う

【連携内容・意見等】※シート作成時、その後は随時記入

30 事務事業名

Ｃ継続事業　

Ｄ規模を縮小していく事業　

年　度
目　標

説
明

Ｂ目標をほぼ達成できた。

Ａ町長公約あるいは当該年度重要事業　

年　度
成　果

Ｃ検討中

Ｂ一部実施

内容
・
方法

主　管　課

今　後
改善すべき点

Ａ実施済（中）

今後の方向性
説
明

無線ＬＡＮ整備など大規模な整備を進めるに当たり、学校運営に支障の出ないよう調整を図り
ながら行う。

Ｄ未実施

国（防衛省ほか）・都などからの補助金について、調査研究
を行い、町支出を極力抑える。

各種整備費について再度精査し、適正な執行額を計上するこ
とが必要である。また、現在、一般財源で行っている事業に
ついては、国や都、諸団体等からの補助金の確保に努める必
要がある。

人員増の必要性

町民・議員・
各種団体から
の意見等

評
　
価

瑞穂町ICT教育施設整備委員会の意見を踏まえ、効率的な整
備を行う。具体的には、大型表示装置の配置、パソコンや
サーバーの更新等、ネット環境の整備など。

査　定

他課等との
連携内容

総　括

評
　
価

予算
・
人員

瑞穂町ICT教育施設整備委員会のメンバーに指導課や学校長、副校長を交え、教育現場に即した効率的な運営が図れるよ
うにする。

Ｄ目標を一部しか達成できなかった。

小学校各校への大型表示装置の導入や校務支援システムなどのあり方を
検討する。

小学校各校への大型表示装置の導入や校務支援システムなどのあり方を
検討した。

教育の質の向上を目指すためにも、ICT整備は必要である。
しかし、多額の事業費が必要となる。今後の事業推進のた
め、関連課と連携し、効率的な整備に努めることが必要であ
る。

無線ＬＡＮ整備など大規模な整備を進めるに当たり、学校運営に支障の
出ないよう調整を図りながら行う。

町の各計画で掲げる「ＩＣＴ教育の推進」の実現、また国の
教育の情報化（次期学習指導要領実施等）へ適切に対応して
いく必要がある。引き続き安定した補助金の確保を目指し、
計画的に整備を進めていくこと。

国が示すICT化の目標に準拠するとともに、リース期間が満
了するサーバーやパソコンの今後のあり方なども、総合的に
計画していく。

民間活力導入の必要性

説
明

説
明

№

　　教育部（局）　教育課（館）　庶務係担当部署学校施設整備事業（ICT整備）

Ｃ目標を半分まで達成できた。

Ｂ当該年度に新規を含む事業

Ａ目標を上回って達成できた。

５－２ 



【評価指標】

【予算・決算等の状況】

【住民等との協働に関する状況】

実施中

実施予定

検討中

未検討

協働できない

該当に●を入力 シート事業全部の場合、シート事業全部に「●」を入力

一部の場合、事業名を入力

一部

シート事業全部

協働による効果
（見込み）

●

協働状況
（予定）

協働事業名
（予定）

各種機
器選

定、予
算要

求、あ
り方研
究。

大型表示装置２５台／小学校５校の配置。ｻｰ
ﾊﾞ・ﾊﾟｿｺﾝの再ﾘｰｽ。ｾﾝﾀｰｻｰﾊﾞｰ化の検討等。

小学校への
大型表示装
置の導入。
ｻｰﾊﾞ・ﾊﾟｿｺ
ﾝの再ﾘｰｽ。
ｾﾝﾀｰｻｰﾊﾞｰ
化の検討
等。ﾈｯﾄﾜｰｸ
基盤整備。

中学校
へ大型
表示装
置の導
入。ｻｰ
ﾊﾞ・ﾊﾟｿ
ｺﾝの再
ﾘｰｽ。ｾﾝ
ﾀｰｻｰﾊﾞｰ
化の検
討等。
ﾈｯﾄﾜｰｸ
基盤整
備。

既存機
器の経
費。

H25

H26 H27

事務事業名 学校施設整備事業（ICT整備）

担当部署 　　教育部（局）　教育課（館）　庶務係

1,370

10,000

1,370

1,149 1,149 1,149 1,149

11,135

10,000

4,400 4,400 4,468 4,468

行評要求

51,960

33,978

11,200

52,310 63,160

H32

指
標
②

指標名

コメント

他自治体の状況 自治体名

目　標　値

指
標
①

H25

単位

実　績　値 単位

他自治体の状況

指標名

コメント

5,500

決算額

年度 H25

事業費

地方債及びその他の特定財源

都支出金

国庫支出金

校務用ﾊﾟｿｺﾝの入替※30年度に新規にｻｰﾊﾞﾘｰｽ

決算額

内
訳

一般財源

予
算
・
決
算
及
び
コ
メ
ン
ト

予算・決算等の構成

大型表示装置（ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ）等の整備

ﾃﾞｼﾞﾀﾙｺﾝﾃﾝﾂの導入

ﾊﾟｿｺﾝ教室の活用

コメント

24,005

5,500

H26 H27

31,282

H31 H32H28 H29

校内ﾈｯﾄﾜｰｸのﾘｰｽ（再構築）

校内無線LANの整備

ｾﾝﾀｰｻｰﾊﾞ化（校務系・学習系）

H30

27,863 27,863 22,08930,305 33,978

3,500 2,5003,500 3,500 3,500

31,282 30,305 30,478 30,478 24,363 24,363 19,589 52,310

決算額 決算額 決算額 行評要求 実計掲載 行評要求当初要求 査定後 決算額

3,239 4,761 5,172

977 2,500

24,005 26,826 26,826 20,643 20,643 18,850 24,005 23,005

6,485

799 799

1,603 1,603 1,603 1,603 5,80050,320

H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32

H30 H31H28 H29

№

（単位：千円）

目　標　値 単位

実　績　値 単位

自治体名
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【長期総合計画における進捗状況評価】※年度終了後に記入

　

　

●

　

　

大項目 文化芸術の振興/観光の振興/行政管理機能の強化 実施計画書掲載 ×

小項目

根拠計画及び
根拠法令

事務事業名 ふるさとづくり推進事業

事
業
概
要

文化財の保護/新たな観光資源の創出/施策連携による効果的な財政運営 事業期間 平成２７年４月～平成３３年３月

急速な少子高齢化の進展に的確に対応し、地方の人口の減少に歯止めをかけるとともに、
東京圏への人口密度の集中を是正し、それぞれの地域で住みよい環境を確保して、将来に
わたって活力ある社会を維持していくことが課題となっている。このため、国は「まち・
ひと・しごと創生法」を制定し、国民一人ひとりが夢や希望を持ち、潤いのある豊かな生
活を安心して営むことができる地域社会を形成すること、地域社会を担う個性豊かで多様
な人材について、確保を図ること及び地域における魅力ある多様な就業の機会を創出する
ことの一体的な推進を図ることとしている。そこで、中長期的視点から国と地方が一体的
に取り組むことが必要であることから、国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン（国
の長期ビジョン）」を勘案し、地方公共団体における人口の現状と将来の展望を提示する
「地方人口ビジョン」を策定、それを踏まえて、今後５か年の目標や施策の基本的方向、
具体的な施策をまとめた「瑞穂町まち・ひと・しごと創生総合戦略（地方版総合戦略）」
により、ふるさとづくり推進事業を推進する。

分野名

　　経　緯

（いつからどの
ように始まった
のか）

教育部　図書館　文化財担当担当部署

作成者 鳥海　和正

一部委託

・平成26年11月28日　まち・ひと・しごと創生法の公布及び施行
・平成26年12月27日　「地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金」の創設、同日閣議
決定
・平成27年1月20日　地方創生に関する国の相談窓口設置
・平成27年1月30日　平成26年度補正予算（国）衆議院議決
・平成27年2月3日　 平成26年度補正予算（国）参議院議決
・平成27年3月5日　 国との事前審査を経て実施計画本提出
・平成27年3月17日　「地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金」申請
　　　　　　　　　　（地方創生先行型）
・平成27年3月18日　「地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金」申請
　　　　　　　　　　（地方消費喚起・生活支援型）
・平成27年3月31日　「地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金」確定額通知受理
・平成27年8月 　　　ふるさとづくり推進事業　開始
・平成28年3月　　　 瑞穂町まち・ひと・しごと創生総合戦略策定
・平成28年3月　　　 ふるさと図鑑（歴史編）・ふるさとガイド（観光編）作成
・平成29年3月　　　 ふるさと図鑑（自然編）作成

文化・芸術/観光・イベント/行財政運営 全部委託

まち・ひと・しごと創生法（平成２６年法律第１３６号）　第１０条第１項

Ｃ順調に進捗し、期待通りの成果をあげている

Ｄ順調に進捗しているが、期待していた成果とは異なる、も
しくは不明

Ｅ当初の計画より遅れている、または取り組んでいない

Ｆ当該事業実施の必要性がなくなった

平成28年3月に策定した瑞穂町まち・ひと・しごと創生総合戦略により、地域独自のニー
ズに伴う地方創生人材を育成・確保する必要がある。ふるさとづくり推進事業を推進する
に当たり、観光・歴史・自然の３つの分野を中心に作成した「ふるさと図鑑」により、固
有の自然や歴史、文化、観光資源等を町民との協働で今一度深く掘り下げ再発見する。ふ
るさとの誇りを多くの人に伝え郷土愛を育むために事業を推進する必要がある。
ふるさと学習みずほ学と連携し、瑞穂町の魅力を小・中学生に伝えていく必要がある。

民間委託の形態

　内容・目的

（どのようなこ
とを行っている
のか・どのよう
な状態にしよう
としているの
か）

課　題

（どのような問
題があるのか）

平成 30 年度事務事業評価シート
№

進
捗
状
況
評
価

説
明

ふるさとづくり推進事業の最終目的であるコーディ
ネーター育成に向け、町の歴史や観光、自然につい
て学ぶことができる「瑞穂ふるさと大学」を開校
し、各分野において講座と地域めぐりを実施した。
延べ１２８人の参加により町の魅力を多くの方に伝
えることができた。

Ａ目標を達成し施策（事業）は完了し、目的の効果を挙げた

Ｂ目標を達成し施策（事業）は完了したが、当初予定してい
た成果とは異なった、もしくは不明

６－１ 

 



年度

【目標・成果等】※「目標」はシート作成時、「成果」「今後改善すべき点」「今後の方向性」は年度終了後に記入

　

●

　

　

●

　

　

　

●

　

Ａ拡大

●Ｂ現状のまま継続

　Ｃ手段等の見直し

　Ｄ縮小

　Ｅ廃止・休止

　Ｆ完了・終了

【事業の
適正性】※シート作成時に記入

●必要である
必要ではない

　必要である
●必要ではない

　 Ａ新規予算計上 　 Ａ新規予算計上

　 Ｂ前年度予算を超えて事務事業を新設・拡大を行う 　 Ｂ前年度予算を超えて事務事業を新設・拡大を行う

　 Ｃ前年度予算内で事務事業を新設・拡大を行う 　 Ｃ前年度予算内で事務事業を新設・拡大を行う

● Ｄ前年どおりの維持 ● Ｄ前年どおりの維持

　 Ｅ前年度予算内で事務事業を縮小または効率化を図って行う 　 Ｅ前年度予算内で事務事業を縮小または効率化を図って行う

　 Ｆ予算措置を伴わない、事務事業の内部の調査・検討・実施を行う 　 Ｆ予算措置を伴わない、事務事業の内部の調査・検討・実施を行う

　 Ｇ統廃合を含めて、事務事業の中止・休止・廃止を行う 　 Ｇ統廃合を含めて、事務事業の中止・休止・廃止を行う

【連携内容・意見等】※シート作成時、その後は随時記入

30 事務事業名

Ｃ継続事業　

Ｄ規模を縮小していく事業　

年　度
目　標

説
明

Ｂ目標をほぼ達成できた。

Ａ町長公約あるいは当該年度重要事業　

年　度
成　果

Ｃ検討中

Ｂ一部実施

内容
・
方法

主　管　課

今　後
改善すべき点

Ａ実施済（中）

今後の方向性
説
明

ふるさとづくり推進のコーディネーター育成のため、プロジェクトチームを中心に（仮称）瑞
穂検定の実施内容等について検討し実施する。また、次世代を担う子どもたちへの郷土愛の醸
成を図るために「ふるさと学習みずほ学」との連携を継続する。

Ｄ未実施

平成28年第1回定例会で一般質問があり、「総合的にふるさとづくりの面では、企画部並びに個々の施策では、教育委員
会や都市整備部などがかかわることから、地方創生担当として配置する予定はなく、必要に応じて若手のチームを編成
するなど、対処する。」と答弁している。

事業実施については新規施策であり、国費が見込めない昨
今、直営での対応が必須であるなか、現有職員数では厳しい
ものがある。全庁的な取り組みと捉え、各課と連携しながら
対応していく必要がある。

人員については現状維持が原則であるが、ふるさとづくり推
進事業については、主管分野の枠にとらわれないＰＴ（プロ
ジェクトチーム）などを発足する必要がある。

人員増の必要性

町民・議員・
各種団体から
の意見等

評
　
価

「ふるさとづくり推進事業」により地域コーディネーターを
育成するため、平成２７年度から２８年度で作成した「ふる
さと図鑑（観光編・歴史編・自然編）」を教材として（仮
称）瑞穂塾を開校する。また、瑞穂検定実施について検討を
進める。

査　定

他課等との
連携内容

総　括

評
　
価

予算
・
人員

企画課（戦略策定）、産業課（観光分野）と連携して事業を推進するとともに、庁内ＬＡＮ等を通じ全庁的に情報を共
有する。

Ｄ目標を一部しか達成できなかった。

・（仮称）瑞穂検定実施に向けた(仮称）瑞穂塾を開校及び運営を行う。
・瑞穂検定の実施内容や方法等について検討を進める。
・ふるさと学習みずほ学と連携し、小・中学生用の図鑑作成について検討を進め
る。

瑞穂ふるさと大学を開講し、歴史・観光・自然の各分野において、講座
及び地域めぐりを実施した。また、次年度に実施する（仮称）瑞穂検定
等事業の内容について検討を進めた。

町の特性を活かした「ふるさとづくり推進事業」は町民が再
度私たちのふるさとを見直すために町民との協働で固有の自
然や歴史、文化、観光資源等を町民との協働で今一度深く掘
り下げ、多くの人に伝えていく事業である。この事業には、
住民の参加が不可欠であり、引き続き地域コーディネーター
育成の取組みを続けていく必要がある。

ふるさとづくり推進のコーディネーター育成後の、活動内容等について
検討する必要がある。また、教育委員会が推進する「ふるさと学習みず
ほ学」と連携し、次世代を担うこともたちの育成も重要となる。

観光資源と郷土文化の２つの分野を中心に資料等を収集、基
礎分析を行うこの事業について、ふるさと図鑑（観光編・歴
史編・自然編）を基に事業を進める必要がある。今後は、地
域を良く知る住民の方々と職員が力を出し合い、人材育成・
確保に努め、地域の総合力の底上げを目指していく必要があ
る。

町民が再度、私たちのふるさとを見直すために、観光・歴
史・自然の３つの分野について作成した図鑑を基に、たくさ
んの魅力ある資源を町民に伝え、郷土愛を育むことを目的と
して「ふるさとづくり推進事業」を実施する。また、町独自
のニーズに基づく人材育成・確保に取組み地域の総合力の底
上げを目指す。
ふるさと学習みずほ学と連携し、瑞穂町の魅力を子供たちに
伝える。

民間活力導入の必要性

説
明

説
明

№

教育部　図書館　文化財担当担当部署ふるさとづくり推進事業

Ｃ目標を半分まで達成できた。

Ｂ当該年度に新規を含む事業

Ａ目標を上回って達成できた。

６－２ 



【評価指標】

【予算・決算等の状況】

【住民等との協働に関する状況】

実施中

実施予定

検討中

未検討

協働できない

該当に●を入力 シート事業全部の場合、シート事業全部に「●」を入力

一部の場合、事業名を入力

一部

シート事業全部

協働による効果
（見込み）

協働状況
（予定）

協働事業名
（予定）

●

平成30
年度の
（仮

称）瑞
穂塾の
立ち上
げに関
する職
員プロ
ジェク
トチー
ムの立
ち上げ
を行
う。

（仮称）瑞穂塾の開校及び瑞穂検定実施に向けた検討
を進める。

瑞穂検定
を実施
し、コー
ディネー
タを１名
以上育成
する。

自然調
査と歴
史、観
光に関
する冊
子作

成、及
びアナ
ログ映
像等の
デジタ
ル化を
実施

春季の
自然調
査と自
然図鑑
の作成

H25

H26 H27

事務事業名 ふるさとづくり推進事業

担当部署 教育部　図書館　文化財担当

行評要求

600

100 150

H32

指
標
②

指標名

コメント

他自治体の状況 自治体名

目　標　値

指
標
①

H25

単位

実　績　値 単位

他自治体の状況

指標名

コメント

9,605

19,999

決算額

9,605

年度 H25

事業費

地方債及びその他の特定財源

都支出金

国庫支出金

アドバイザー謝礼

決算額

内
訳

一般財源

予
算
・
決
算
及
び
コ
メ
ン
ト

予算・決算等の構成

ふるさとづくり推進事業委託料

（仮称）瑞穂塾　講師謝礼

（仮称）瑞穂検定運営委託料

コメント

30

H26 H27

2,443

H31 H32H28 H29 H30

519 735 69330 100

-10,394 2,443 30 100 100 519 735 93 150

決算額 決算額 決算額 行評要求 実計掲載 行評要求当初要求 査定後 決算額

2,443

519100 100 735 693

150

H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32

H30 H31H28 H29

№

（単位：千円）

目　標　値 単位

実　績　値 単位

自治体名

６－３ 



 記入方法

　 ●

【長期総合計画における進捗状況評価】※年度終了後に記入

　

　

　

　

　

Ｃ順調に進捗し、期待通りの成果をあげている

Ｄ順調に進捗しているが、期待していた成果とは異なる、も
しくは不明

Ｅ当初の計画より遅れている、または取り組んでいない

Ｆ当該事業実施の必要性がなくなった

課　題

（どのような問
題があるのか）

　＊事務事業を実施するにあたって、町で実施している理由を記載してください。

　　国、都の動き、住民からの要望等を踏まえて端的・具体的にお願いします。

　　また、事務事業の実施による具体的な目標達成後の状態を、住民の立場に立って
　　具体的に記入してください。

　　（例：× 工事を実施する。　→　○ 工事を実施し、交通の安全性を向上させる。）

　＊当該事業の目的を達成する上での課題を記入してください。（課題は、具体的に記
　　入をお願いします。）また、どのような現状であるかも記入してください。

　＊当該事務事業を実施することになった発端を、端的・具体的に記入してください。
　　なるべく箇条書きで、時系列的に記入してください。
     特に補助金等を創設、変更した場合は、その経緯を記入してください。

  内容・目的

（どのようなこ
とを行っている
のか・どのよう
な状態にしよう
としているの
か）

進
捗
状
況
評
価

Ａ目標を達成し施策（事業）は完了し、目的の成果を挙げた

説
明

Ｂ目標を達成し施策（事業）は完了したが、当初予定してい
た成果とは異なった、もしくは不明

担当部署

作成者

*作成者は本シートの作成者を入
力してください。（非公表）

全部委託民間委託の形態

小項目 事業期間

    経　緯

（いつからどの
ように始まった
のか）

○実施計画書掲載

根拠計画及び
根拠法令 　＊当該事務事業を実施する根拠となる「計画」「法令」等を記入してください。

＊開始年度が不明の場合、経緯欄で補足してください。
終了年度が不明の場合、記入不要です。

分野名

大項目

一部委託

＊第４次長期総合計画後期基本計画に該当する分野名、
項目名を記入してください。

平成 31 年度事務事業評価シート

事務事業名 ＊当該事務事業の名称を記入してください。

事
業
概
要

 
 ＊年度終了後に記入しますので、依頼時に 
    は入力不要です。 

＊該当に● 

 ＊全体的に文章は「である調」「体言止め（～を実施。～を検討。）」としてください。



年度

【目標・成果等】※「目標」はシート作成時、「成果」「今後改善すべき点」「今後の方向性」は年度終了後に記入

　

●

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　Ａ拡大

　Ｂ現状のまま継続

　Ｃ手段等の見直し

　Ｄ縮小

　Ｅ廃止・休止

　Ｆ完了・終了

【事業の
適正性】※シート作成時に記入

● 必要である
　 必要ではない

　 必要である
● 必要ではない

　 Ａ新規予算計上 　 Ａ新規予算計上

● Ｂ前年度予算を超えて事務事業を新設・拡大を行う 　 Ｂ前年度予算を超えて事務事業を新設・拡大を行う

　 Ｃ前年度予算内で事務事業を新設・拡大を行う 　 Ｃ前年度予算内で事務事業を新設・拡大を行う

　 Ｄ前年どおりの維持 　 Ｄ前年どおりの維持

　 Ｅ前年度予算内で事務事業を縮小または効率化を図って行う 　 Ｅ前年度予算内で事務事業を縮小または効率化を図って行う

　 Ｆ予算措置を伴わない、事務事業の内部の調査・検討・実施を行う 　 Ｆ予算措置を伴わない、事務事業の内部の調査・検討・実施を行う

　 Ｇ統廃合を含めて、事務事業の中止・休止・廃止を行う 　 Ｇ統廃合を含めて、事務事業の中止・休止・廃止を行う

【連携内容・意見等】※シート作成時、その後は随時記入

他課等との
連携内容

総　括

町民・議員・
各種団体から

の意見等

評
　
価

　*シート作成時に想定される、他課との連携内容を記入してください。

　*住民・議員・各種団体からの要望・意見等を記入してください。

人員増の必要性

＊予算･人員が適正かを具体的
に記入してください。
　人員増要望がある場合は、
その根拠を具体的に記入して
ください。

説
明

査　定

*『内容・方法」及び「予算・人員」欄の内容を踏まえて、
　全体的な評価内容を記入してください。

Ｂ一部実施

　

民間活力導入の必要性

主　管　課

Ｄ未実施

評
　
価

内容
・

方法

今後の方向性

年　度
目　標

＊実施する内容、方法が適正かどうか、当該事務事業の必要
性もあわせて記入してください。

年　度
成　果

今　後
改善すべき点

予算
・

人員

Ｃ継続事業　

Ｃ目標を半分まで達成できた。

Ｄ目標を一部しか達成できなかった。

Ａ実施済（中）

Ｃ検討中

Ａ目標を上回って達成できた。

Ｂ目標をほぼ達成できた。 説
明

説
明

１枚目と同じ担当部署１枚目と同じ31 事務事業名

説
明

Ｄ規模を縮小していく事業　

　＊当該年度の目標を、具体的に記入してください。

Ａ町長公約あるいは当該年度重要事業　

Ｂ当該年度に新規を含む事業

 
 
  
 ＊年度終了後に記入するため、依頼時には記入不要です。 

  
  ＊該当に● 

＊該当に● 

   ＊該当に● 

＊査定担当が記入するため、
当該事務事業担当課は、記
入不要です。 

   ＊該当に● 

人員の増加が必要な場合は、正職員
または、嘱託、臨時職員が必要なの
かを記入してください。 
（例）正職員：１名 



【評価指標】

【予算・決算等の状況】

【住民等との協働に関する状況】

実施中

実施予定 資源物集団回収

検討中

未検討

協働できない

該当に●を入力 シート事業全部の場合、シート事業全部に「●」を入力

一部の場合、事業名を入力

目　標　値 単位

実　績　値 単位

H30 H31 H32

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

予算額 行評要求 実計掲載 行評要求当初要求 査定後 決算額決算額決算額

H31H29 H30 H32 H33H28

H28 H29H27

内
訳

一般財源

予
算
・
決
算
及
び
コ
メ
ン
ト

予算・決算等の構成

コメント

決算額

事業費

地方債及びその他の特定財源

都支出金

国庫支出金

年度 H26 H27

決算額

指標名

コメント
指
標
①

H26

単位

実　績　値 単位

自治体名他自治体の状況

指
標
②

指標名

コメント

他自治体の状況 自治体名

目　標　値

H33

行評要求

事務事業名 １枚目と同じ

担当部署 １枚目と同じ

協働状況
（予定）

協働事業名
（予定）

●

一部

シート事業全部

協働による効果
（見込み）

（単位 ： 千円）

＊協働によって得られる（見込み）効果
を、金額面以外の観点でも記入してくだ
さい。

H26

  ＊指標１，２ 
 
【指標名】：当該事業の成果をあらわすものを記入してください。
基本的には、国・都において集計しているようなデータ、あるいは
事務報告書に記載されているようなデータが考えられます。 
 
【目標値】：指標の目標値を記入してください。その単位も記入し
てください。 
 
【実績値】：瑞穂町の実績値を記入してください。 
 
【他自治体の状況】：比較する自治体名、指標の実績値を記入して
ください。 
 
【コメント】：評価指標の設定にあたり、その内容、理由、特殊事
情等を記入してください。 

＊構成する事務事業を、予
算科目の「節」単位で記入
してください。 

 
＊       を記入してください。 
 H３2、３3についても必ず記入をお願いします。 

（千円単位） 
 

 
 
＊事務事業に係る、 

の決算額を記入してください。 
*平成30年度は、    を記入
してください。 

（千円単位） 
 

 
 
 

     ＊コメントは、それぞれの内容や特記事項を入力してください。 

   ＊該当に● 

   ＊該当に● 
 一部の場合は、
事業名を入力 

行評要求欄 
Ｈ２6～Ｈ２9 

予算額 
【予算・決算等の構成】作成時の

留意点 
 
①過去(H２6～Ｈ30 ）に予算措
置をしていないものは、記載しな
いでください。 

 

②予算・決算等の構成で、金額を

按分して算出した場合は、その理

由をコメント欄に記入してくださ

い。 

＊全体的に文章は「である調」「体言止め（～を実施。～を検討。）」としてください。






